広報誌への広告掲載によるＰＲ編のＱ＆Ａ

令和２年２月１２日（水）現在

１．補助金募集要領について
	Q.1
	広報誌に広告を掲載してもらう際には、地方協会から市町村に依頼することが多いと思いますので、「広報誌への広告掲載回答書」（別紙１）を使用しないなど、地方協会において、独自に変更してよろしいですか。

	A.1
	地方協会において、別紙１に代わる任意の様式を用意して、募集照会していただいても問題ありません。
ただし、地方協会において用意する任意の様式についても、「広報誌名」「発行部数」「掲載できる号」「発行時期」「広告枠の確保状況」「広告のサイズ」「広告の色」「広告料」の８項目は、必須として市町村から回答してもらって下さい。



	Q.2
	市町村から地方協会に提出する「請求書」（別紙４）及び「領収書」（別紙５）については、市町村の任意の様式でもよろしいですか。

	A.2
	問題ありません。
なお、領収書の領収者が、市町村ではなく広告代理店等であって、領収金額が５万円以上の場合は、収入印紙２００円を貼付・割印しなければならないことに注意して下さい（収入印紙２００円は、自己負担となります。）。



	Q.3
	市町村から地方協会に提出する「請求書」（別紙４）及び「領収書」（別紙５）の様式には、市町村の「代表者職名・氏名」とありますが、「市町村長」ではなく市町村の「会計責任者」でもよろしいですか。

	A.3
	問題ありません。



	Q.4
	市町村から地方協会に提出する「領収書」（別紙５）については、市町村からの「納入通知書」に添付されている「領収証書」「納入通知書兼領収書」等でもよろしいですか。

	A.4
	問題ありません。



	Q.5
	地方協会が市町村へ選定結果を通知するための様式はありませんか。
また、その際に全国協会からの「広報誌への広告掲載補助金決定通知書」（別紙３）の写しを添付してもよろしいですか。

	A.5
	ありません。
また、別紙３の写しを添付しても問題ありません。ただ、複数の市町村に選定結果を通知される場合は、その写しを添付しますと、他の市町村の広告料がいくらなのか分かってしまいますことに注意して下さい。



	Q.6
	広報誌の広告欄を広告代理店等に委託している場合も、補助対象になりますか。

	A.6
	市町村が住民向けに発行する広報誌を受託している広告代理店等であれば、可能です。
その場合、様式上は市町村が発信者となっている別紙１、別紙４及び別紙５についても、広告代理店等の名前で提出できます。
ただし、その広告代理店等が市町村から委託を受けていることが分かるよう、様式にその旨を記載して下さい。



	Q.7
	地方協会が、みずほ銀行の事前確認なしで、広報誌に広告を掲載し、事後報告で補助金を申請した場合でも、補助対象として扱ってもらえますか。

	A.7
	みずほ銀行の事前確認を受けたものでないと、補助対象にはなりません。



２．会計処理について
	Q.1
	この補助金の会計処理については、どうしたらよいでしょうか。

	A.1
	各地方協会の科目で処理していただければと思いますが、例えば、収益科目は、広報活動助成金を受けている「受取民間助成金」「雑収益」等が考えられ、費用科目は、サマージャンボ及びハロウィンジャンボ広報活動費を出している「広報宣伝費」、「支払助成金」、「支払補助金」等が考えられます。
また、「予算の変更」等はせずに、広告料を一時的に立て替える場合は、「立替金」で処理することも考えられます。



	Q.2
	補助金募集要領の事務フローは、広告掲載後に広告料を請求することになっているが、広告料を前金で支払わなければ広告を掲載できない市町村の場合は、広告掲載前に広告料を支払ってよろしいですか。

	A.2
	問題ありません。
ただし、広告掲載先に選定された後に支払うようにして下さい。



	Q.3
	補助金のフローについて、全国協会から市町村に支払うことはできませんか。

	A.3
	できません。今の補助金のフローでお願いします。



３．補助金の額について
	Q.1
	都道府県ごとの補助金の上限額１００万円は、「イベントにおけるＰＲ」と「広報誌への広告掲載によるＰＲ」を合わせた額ですか。

	A.1
	お見込みのとおりです。



	Q.2
	１市町村の上限額はいくらですか。

	A.2
	上限金額は１市町村ごとではなく、１広報誌１回の掲載ごとで決まっています。
広告料の規定がある市町村の場合は、１広報誌１回の掲載につき２０万円が上限額となります。



	Q.3
	地方協会において、市町村へ募集する際に、県内全市町村が均等にもらえる額、例えば１市町村１回の掲載につき５万円というように、広告料を固定してもよろしいですか。

	A.3
	広告料の額は、原則として各市町村において規定されている広告料のとおりであり、広告料の規定がない市町村の場合は、補助金募集要領の５の（４）で定めている上限額の範囲内で市町村が妥当と考える額となりますので、広告料を固定することは難しいと思います。



	Q.4
	地方協会において市町村間のバランスを考慮し、広告料を減額調整してもよろしいですか。

	A.4
	問題ありません。







	Q.5
	広告料の規定がない市町村の場合は、市町村が妥当と考える請求額で回答してよろしいですか。

	A.5
	　広告のサイズ及び発行部数に応じて上限額を定めていますので、その範囲内であれば、市町村が妥当と考える請求額で問題ありません。



	[bookmark: _Hlk31632607]Q.6
	回答期日までに広告料が確定できない場合、別紙１の「広告料」の欄は、どのように記入すればよろしいですか。

	A.6
	　広告掲載先として選定された後に、広告料が増額することは認められませんので、別紙１には、１広報誌１回の上限額とその後ろに（未定）を記入して下さい。
なお、広告料が確定し、減額変更が必要な場合は、速やかにそのことを地方協会に連絡して下さい。



	Q.7
	広告料の規定はあるが、規定されている広告枠のサイズに、みずほ銀行から提供される広告データのサイズは当てはまらないので、記事の一環として広告を掲載する場合、「広告料の規定なし」として、広告料の規定がない場合の上限額で回答してもよろしいですか。

	A.7
	　広告料の規定がある場合は、記事のなかで広告を掲載する場合であっても、規定されている額を基に、１０万円を上限として面積計算等で広告料を算出して下さい。これは、広告を掲載する場所に関係なく、広告料（補助金の額）は、できる限り各市町村の広告料の規定に基づいて計算されるべきとの考えからです。



４．広報誌の選定について
	Q.1
	都道府県の広報誌は、補助対象になりますか。

	A.1
	補助対象にはなりません。



	Q.2
	電子版の広報誌への広告掲載は、補助対象になりますか。

	A.2
	補助対象にはなりません。



	Q.3
	広報誌には、「議会だより」「水道局だより」等も含まれますか。

	A.3
	市町村が広く住民向けに発行するものであれば、補助対象に含まれます。



	Q.4
	１広報誌２回の掲載まで補助金が交付されますが、１市町村で「広報誌」「議会だより」「水道局だより」等の複数媒体でも、それぞれ２回ずつ補助対象になりますか。

	A.4
	補助対象になります。
ただし、都道府県ごとの補助金の上限額１００万円に収まるよう、注意して下さい。



	Q.5
	選定の基準について、アからカまで６つありますが、優先順位が高いのはどれですか。

	A.5
	アからカまでの優先順位は、上からの順番のです（ア ＞ イ ＞ ウ ＞ エ ＞ オ＞ カ）。



５．広報誌における広告について
	Q.1
	広報誌への掲載期間は、いつでもよろしいですか。

	A.1
	[bookmark: _GoBack]令和２年５月１日から１２月３１日までの間に発行される広報誌が、補助対象になります。
なお、令和３年１月号であっても、１２月３１日までに発行される広報誌であれば、補助対象になります。




	Q.2
	令和２年１２月までに発行される広報誌に広告を掲載することはできますが、回答期日までに具体的にいつ発行される広報誌に掲載できるかが確定できない場合は、別紙１の「掲載できる号及び発行時期」の欄は、どのように記入すればよろしいですか。

	A.2
	補助金募集要領の５の（６）のカには、『大規模災害等のやむを得ない場合を除き、広告掲載先として決定された号より後の号に広告を掲載した場合は、補助金を取り消す』とありますので、別紙１には、令和２年１２月までに発行される最も遅い号とその後ろに（未定）を記入して下さい。
なお、いつ発行される広報誌に掲載できるかが確定し、変更が必要な場合は、速やかにそのことを地方協会に連絡して下さい。



	Q.3
	回答期日までに広告のサイズ又は色（もしくはその両方）が確定できない場合は、別紙１の「掲載できる広告のサイズ」又は「掲載できる広告の色」の欄は、どのように記入すればよろしいですか。

	A.3
	広告掲載先として選定された後に、広告のサイズ又は色が変更されたとしても、選定結果が取り消されることはありませんが、広告の掲載料が定められている市町村の場合は、再度、広告料を算出していただかなければなりません。広告掲載先として選定された後に、広告料が増額することは認められませんので、別紙１には、最も広告料が高くなる広告のサイズ又は色を記入して下さい。
なお、広告のサイズ又は色が確定し、変更が必要な場合は、速やかにそのことを地方協会に連絡して下さい。



	Q.4
	みずほ銀行から提供される広告データを使用せず、同じような広告を市町村で制作して掲載した場合は、補助対象になりますか。

	A.4
	補助対象にはなりません。みずほ銀行の広告データを使用することが、必須となります。



	Q.5
	みずほ銀行から提供される広告データについて、サイズの縮小や文字列を移動させるなど、市町村で編集してもよろしいですか。

	A.5
	みずほ銀行の広告データを編集することは、原則として禁止されております。
ただし、認められている編集行為もあります。全てのサイズの広告データでは、①拡大編集（縦横比が均等になることに注意）、②広告の色を「２色刷り」に対応させるための編集、③クレジットを追記する編集、④広告であることを示す『広告』の文字列を追記する編集が認められています。
また、「横長３」以外のサイズの広告データでは、文字記載がない上下左右の端部分を拡げる又は削る編集が認められています。
なお、全てのサイズの広告データにおいて、縮小編集は禁止です。



	Q.6
	広告の色について、広報誌自体の色に合わせ、市町村で「モノクロ版」を「２色刷り」に編集してもよろしいですか。

	A.6
	問題ありません。
ただし、みずほ銀行から提供される広告データを基に編集しなければなりません。









	Q.7
	広告にクレジットを記載するスペースが確保されていないようですが、どこに記載すればよろしいですか。
また、必ず広告にクレジットを記載しなければなりませんか。

	A.7
	クレジットを記載する場所については、市町村の広報部局に一任します。
また、必ずクレジットを記載しなければならないということではありませんので、市町村からクレジットを記載するよう言われなければ、広告には『宝くじコールセンター電話番号』が既に記載されておりますので、クレジットを記載しなくても問題ありません。
なお、市町村からクレジットを記載するよう言われれば、地方協会名を記載して下さい。



	Q.8
	広告であることを示す『広告』の文字列を追記しなくてはいけない場合、広告の余白に記載してもよろしいですか。

	A.8
	問題ありません。ただし、告知文字等にかぶさらないようにご注意下さい。



	[bookmark: _Hlk31808034]Q.9
	広告に『宝くじの収益金は、明るく住みよいまちづくりに使われます。』等の社会貢献広報の文字列を追記してもよろしいですか。

	A.9
	広告の中に追記するのではなく、その欄外に追記するのであれば問題ありません。



	Q.10
	大規模災害等のやむを得ない事情が発生した市町村の広報誌については、回答書に記入した掲載予定の号より後の号で掲載した場合でも、補助対象にしていただけませんか。

	A.10
	大規模災害等のやむを得ない事情が発生した市町村の広報誌に限り、回答書に記入した掲載予定の号より後の号で掲載した場合でも、補助対象とさせていただきます。
ただし、補助金募集要領の５の（３）のアにありますとおり、令和２年１２月３１日までに発行される広報誌でなければなりません。
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